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東京都市計画都市再開発の方針の変更（東京都決定）について 

【説明資料】 

１ 策 定 の 目 的  

 

 

 

 

 

 

「未来の東京」戦略ビジョンで示す方向性や、「都

市づくりのグランドデザイン」、「都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープ

ラン）」を実行性のあるものとするため、再開発の適

正な誘導と計画的な推進を図ることを目的として定

める。 

 

○「未来の東京」戦略ビジ

ョン（令和元年 12月策定） 

 

○都市づくりのグランドデ

ザイン（平成 29 年９月策

定） 

２ 位 置 付 け 

 

 

 

都市再開発法第２条の３第１項又は第２項に基づ

くもので、都市計画法第７条の２により、独立した

都市計画として定めるもの。 

 

○前回改定：平成 27年３月 

 

 

 

３ 策定の主な効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)市街地の再開発の基本的方向を明らかにし、計

画的に位置付けを行うことにより、再開発の積極

的な推進のための動因となる。 

(２)市街地の再開発に関する個々の事業について、

地区全体から見た十分な効果が発揮できる。 

(３)民間の建築活動を再開発へと適切に誘導するこ

とができる。 

(４)再開発の構想、計画の作成過程を通じて、早期

の住民の合意形成を図ることができる。 

 

 

 

 

 

 

４ 策定の考え方 

 

 

 

 

(１)都市再開発法第２条の３第１項第１号関連 

おおむね区部全域を計画的な再開発が必要な市

街地（１号市街地）とする。 

(２)都市再開発法第２条の３第１項第２号関連 

特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進

すべき相当規模の地区として、再開発促進地区（２

号地区）を選定する。 

(３)今後の運用 

再開発促進地区のうち、再開発に係わる事業が

全て完了した地区については、原則として１号市

街地に変更するものとする。 

再開発促進地区として位置付けた後、おおむね

５年程度事業化の進展が見られない地区について

は、事業化に向けた検討を行い、必要な見直しを

行うものとする。 

新たな事業などを再開発促進地区に定める必要

がある場合には、必要に応じて再開発促進地区の

追加に伴う本方針の変更を行うものとする。 

○東京都全体で 316地区 

○大田区内は 12地区 
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５ 主な変更内容  

 

 

 

・大.９ 大森中地区（再開発促進地区） 

大田区木造住宅密集市街地整備促進事業が完了

した区域について、東京都の防災都市づくり推進

計画における整備地域を除き、廃止する。 

 

・大.13 矢口・下丸子地区（再開発促進地区） 

大田区木造住宅密集市街地整備促進事業が完了

した区域を廃止する。 

 

・大.16 羽田空港南地区（再開発促進地区） 

  当初、大-ケ 羽田空港南地区として誘導地区に

指定されていたが、都市再生緊急整備地域に指定

されたことから、新規に再開発促進地区に指定す

る。 

 

 

６ 変 更 理 由 

 

 東京都の策定の考え方に基づく変更  

７ 今 後 の 予 定 

 

令和３年１月：東京都へ回答 

 令和３年度末：東京都都市計画審議会付議ののち、

都市計画決定・告示 

 

 

 

 


